
【土木 計画学研究 ・論 文集No. 12 1995年8月 】

通勤 ・通学交通手段分担率の変化と都市特性の関連に関する基礎的研究*

Change of Commuter Modal Choice and its Relation to Urban Form*

谷 口 守**　 石 田 東 生***　 小 川 博 之****　 黒 川 洗***

By Mamoru TANIGUCHI**, Haruo ISHIDA***, Hiroyuki OGAWA****, Takeshi KUROKAWA***

1.研 究 の背景 と従来 の研 究

(1)研 究の 背景

近 年の 自動 車交 通 の増 大 は、 渋滞 、環境 問題 に と

どま らず 、公 共 交通 の存 立基 盤 を脅 かす もので もあ

る。 問題 改善 の ため には、適 切 な交 通政 策 を通 じて 、

個人 の 交通 手段 選択 を 自動 車か ら公 共交 通 な どに シ

フ トさせ るこ との重 要性 が 指摘 され て お り、 そのた

め の基礎 的 な情 報が 求 め られ てい る。

一方 、交 通手 段 選択 に 関す る一般 的認識 と して

「大都 市 では公 共 交通 が利 用 され る比 率が 高 く、郊

外 都市 で は 自動車 の比 率 が高 い」 とか 、 「多 くの都

市 で 自動車 利 用の 割合 が 高 ま って い る」 とい うこと

が よ く言 われ る。 しか し、 これ は個人 の感 覚 や特定

の事例 等 か ら類推 しやす い事 柄で あ るだ けに 、十分

な期 間 に渡 って広 範 なデ ー タ解析 を行 った上 で示 さ

れた 結論 では な い こ とも多い 。特 に統 計 的な検 討 を

ふ まえて の議 論 は容 易で はな い。

(2)デ ータ の限 界 と既存 研 究

上記 の よ うな基 礎 的な研 究 が十 分 に実施 され て こ

なか った理 由の一 つ と して、 分析 に 耐え るだ けの基

礎 デ ー タが十 分整 備 され てい な い ことが あげ られ る。

例 えば 、パ ー ソ ン トリップ 調査 は全 国45都 市 に お

い て実 施 され て お り、 それ らの結 果 を活用 して、都

市特 性 と交通 手段 選択 の 関係 につ い ては多 くの知見

が 得 られ てい る1)と いえ る。 しか し、そ の うち複数

時 点 にお いて デ ー タが 整備 され てい る もの は22都 市

に過 ぎず、 交 通手 段選 択 と都 市特 性 の関連 につ いて

経 年 的な統 計 的検 討 を行 うに は十 分 でな い。一 方で 、

都市 間 の交通 特性 を比 較す るため に、 全国 都市交 通

実態 調査 が実 施 され てい る。 しか し、 最初 に実施 さ

れ たの が1987年 であ る ため、過 去 に遡 って十分 な時

系列 分析 を行 う ことはで きず 、各都 市 に お けるサ ン

プル数 も豊 富 とは いえ ない。

以上 の よ うな ことか ら、広 範 な観 点か ら交通 手段

分 担 と都市 特 性の 関連 を捉 え よ うとす る試 みは い く

つ か な され て はい る ものの 、 その ほ とん どは少数 の

都 市 を対象 に した り、 ク ロスセ ク シ ョ ン分析 と して

アプ ロー チ された もの2)-3)で あ り、 その差異 につ い

て統 計的 な検 討を行 うまで に は至 って いな い。一 方

で、 「国勢調 査報 告(利 用 交通 手段 別従 業地 ・通 学

地集 計結 果)」 によ る同一 時 点、 同一方 法 で複数 時

点 にわ た って整備 され た デー タを用 い 、時 系列 的な

視点 か ら分析 を行 った研究4)-6)も み られ るが、 多様

な都 市 を対象 と して その都 市特 性 との 関連 まで 言及

しよ う と した ものは 少な い。

2.本 研 究の 目的 と構 成

(1)本 研 究 の 目的

以 上 のよ うな 問題意 識 の もとに 、本研 究 では 、全

国の 性格 の異 な る131都 市 を対象 に、1970、1980、1

990年 の 国勢 調査報 告 の通 勤 ・通学 利用 交通 手段 の デ

タを用 い、 各都 市 の通勤 ・通 学交 通手 段 分担 率の

地域 的 ・時 間的変 化 を把握 す る。 さ らに、 その変 化

が どの よ うな 特性 を もつ都 市 にお いて起 こ って い る

のか 、 また、 その 関係 は時 系列 的 に変化 してい るの

か ど うか 等を 把握 し、 交通 手段 分担 と都 市特 性 の関

連 につ いて基 礎 的な情 報提 供を 行 う ことを 目的 とす

る。

(2)研 究 の 構成

本 研究 の全 体構 成 と して、3.で 対象 とす る都 市 や
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図-1分 析対 象 と した都 市

用 い る デー タにつ い て述 べ る。次 に 、4.で は通勤

通 学 交通 手段 分担 率 の地 域 的 ・時間 的変化 の動 向 を

分析 す る。5.で は分 担率 の 変化 パ ター ンに基 づ く都

市分 類 を提案 す る。 さ らに、6.で は判別 分析 と正 準

相 関 分析 に よ り、都 市 分類 間で様 々な都 市特 性指 標

が交 通手 段選 択 に どの よ うな影 響を 及ぼ してい るか

につ い て検討 を 行 う。

3.対 象都市と使用データ

各都市の交通手段分担率の変化と位置的特性、都

市規模といった様々な都市特性との関連を把握する

ためには多様な都市を十分な数だけ選定する必要が

ある。そこで、本研究では同様の主旨で都市選定が

行なわれている全国都市交通実態調査5)の対象都市

である131都市の各々を分析対象とした(図-1)。

また本研究で通勤 ・通学目的の交通に着目する理

由として、通勤 ・通学行動は居住地と勤務地を結ぶ

重要で基本的な交通行動であり、都市の基本構造を

最も反映した行動であることが挙げられる。さらに

自由目的の交通行動と比較して、毎日繰り返し行わ

れる定型的な交通行動であり、問題となるピーク時

の交通混雑の主因となっている。分担率を分析指標

として採用したのは、各都市の交通手段の利用状況

を最も的確かつ簡便に表現している指標であるため

である。

図-2通 勤 ・通学 交 通手 段分 担率 の推 移

(全 対象都 市)

利 用 交通手 段 のデ ー タ と して、1970、1980、1990

年 の3時 点 の 「国勢 調査 報告(利 用交 通手 段別 従業

地 ・通 学地集 計結 果)」 を利用 し、対 象都 市 を常住

地 とす る通勤 ・通 学 交通 を研 究対 象 と した。合 併等

で対 象期 間 中 に市 域 の変化 して いる 自治体 は、 面積

が最 大 とな る時 点の 境界 を その市 域 と して採用 した

また、 各時 点 によ って利 用交 通手 段 の集計 区分 が異

な って い るが 、 本研 究で は鉄 道、 バ ス、 自家用 車 、

二輪 車 、徒歩 、 その 他 の6手 段 に再集 計 し、分 析 を

行 って い る。

4.通 勤 ・通 学手 段分 担率 の経 年変 化

まず 、分析 対象 都市 全体 の通 勤 ・通 学利 用交 通手

段分 担率 変化 をみ た ものが 図-2で ある。 この20年

間で 自家 用車 の分 担率 は大 き く増加 し、1990年 では

39%を 占め、 第1位 とな って いる。 逆 に この20年 間

で シ ェアを低 下 させ たの は、バ ス(15%→4%)、 徒

歩(23%→10%)が 著 しい。 また 、各都 市 にお け る

平均 値 でみ る と、 表-1に 示す よ うに1980年 か ら90

年 の間 に 自家 用車 分担 率 は10.1%増 加 して い るの に対

し、 バ ス分担 率 は4.5%減 少 、徒 歩分 担 率は4.4%減 少

してい る。 さ らに、 その変 化 のば らつ きは 自動 車で

大 き く(標 準 偏差4.4%)、 徒歩 で 小 さい(同1.5%)

ことが わか る。 モー タ リゼー シ ョンの進展 状況 は都

市 ご とに大 きな違 い が ある反 面、 徒歩 分担 率の 減少

とい った現象 は どの 都市 で も同 じよ うに起 こって い

るこ とが読 み とれ る。

ま た、私 的交通 手 段(自 家 用車 や二 輪車)や 公共

交通 手 段(鉄 道 やバ ス)の 分 担率 変化 に一 定 のパ タ
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表-1各 交通手段分担率の変化量

ンが あ る こ とも明 らか にな った 。 図-3よ り、19

80年 か ら90年 の 間に おい て、 私 的交通 手段(自 家用

車+二 輪 車)が 占め る分担 率 の変 化値 は 、お およ そ

+10%の ライ ンに乗 る ことが読 み とれ る。 さ らに、 こ

の図-4よ り、 公共 交通 手段(鉄 道+バ ス)が 占め

る分 担率 の変 化 値 は全体 的 な傾 向 と して-5%の ライ ン

に乗 る こ とがわ か る。 図-4に お いて 図の左 上部 分

に分 布す る都市 は、 この期 間 中に地 下鉄 が 開業 し、

バ スか ら鉄 道へ の転 換 が著 し く進ん だ都 市 群で あ る

さ らに、 分担 率 の経 年変 化 を代表 的 な都 市 につ い

て 図-5に 整理 した。 有 向線 分の 向 きは大 体の都 市

で左 下 方 向に 、つ ま り、公 共 交通 、二 輪車 ・徒歩 の

構 成比 が減 少 し、 自家 用車 構 成比 が増 加す る方 向 に

変化 して い る。大 都市 圏 の都 市 には二 輪車 ・徒 歩の

構 成 比が若 干 増加 してい る都 市 もみ られ る。 また、

有 向線 分 の長 さは最 初右 下 にあ った都 市 ほ ど長 くな

る傾 向が 読 み取 れ る。 これ は、鉄 道網 や バ スサ ー ビ

ス路線 な ど基 幹 とな る公共 交通 が未 整備 な地 域 ほ ど

激 しい モー タ リゼ ー シ ョ ンの波 に さ らされ た ことを

示 して い る。

5.通 勤 ・通 学 手段 分担 率 に着 目 した都 市分 類

前 章 よ り各 都市 に お ける分担 率 の変 化 には特 徴的

な傾 向が あ る ことが 明 らか とな った 。 そ こで 、 この

変 化パ ター ンに着 目 して 都市 を分 類 し、 以下 で行 う

判別 分析 等 の分析 単 位 とす る。具 体 的 には分 担率 の

図-3私 的交通 手段(自 家 用車 と二輪 車)の

分担 率変 化(1980～90年)

図-4公 共交 通手 段(鉄 道 とバ ス:マ ス トラ)の

分担 率 変化(1980～90年)

増 減パ ター ンに留意 し、 図-6に 示す よ うに、a)分

担 率 の変化 が 小 さい(安 定 した)都 市 、b)鉄 道分担

率が 大 き く増加 して いる都市 、c)自 家用車 分 担率 の

急増 都市 に大 き く分類 した 。 さ らに、各 大分 類 中で

必要 に応 じて細分 類 を加 え、表-2に 示 す よ うな分
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図-5公 共 交 通手 段(鉄 道 ・バ ス:マ ス トラ)自 家 用車 、

徒歩 ・二 輪 の分 担率 の変化
図-6交 通手段分担率の変化に着目した

都市分類の考え方
表-2交 通手段分担率の変化に着目した都市分類
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類結 果(グ ル ープ)を 得 た。

この 結果 を もとに、1970～80年 と80～90年 の 間で

各 都市 が これ らグル ープ 間を どの よ うに遷 移 してい

るか につ いて 、図 一7に 整 理 した 。 この結 果 よ り以

下 の こ とがわ か る。

1)1970年 か ら90年 を通 じて鉄 道分 担率 の増 加 が高 い

グ ルー プ(b)で あ り続 けた都 市 はな い。す なわ ち

鉄道 分 担率 の増 加 は どの都 市 で も永 続 して いな い

2)一 度分 担率 の変 化 が小 さい グルー プ(a)に なる と

そ こか ら他 の グル ー プ に変 わ る こ とは な い。 その

意 味 で(a)は 安 定性 の 高 い グルー プ といえ る。

3)グ ル ープ(a)に 含 まれ るの は成熟 した少数 の大 都市

で あるの に対 し、 モー タ リゼー シ ョン化 の激 しい

グル ー プ(c)に は数 多 くの地 方都 市 が含 まれ る。 こ

の遷 移パ タ ー ンだ けか ら判 断 して も、 日本 の都市

の モー タ リゼ ー シ ョン化 は ま だ進行 の途 上 であ る

といえ る。

6.交 通手 段 選択 の変 化 と都 市特 性 の関連 に関す る

分析

(1)分 析 の 内容 と考慮 す る都 市特 性

以 下 で は、交 通手 段 利用 の変 化 に、各 都市 の持 つ

様 々な 要 因が複 合 して 影響 を及 ぼ して きた と考 え

通勤 ・通学 交通 手段 分 担率 の変 化 と都 市特性 の 関連

を定 量 的 に把握 す る。 その 手順 は次 の通 りであ る。

1)ま ず 、通 勤 ・通学 交 通手段 分 担率 の変 化 と都市 特

性 の 関連 につ い て仮 説を設 定 し、 その うえで 分析

に使 用す る都 市特 性 指標 の選 定 を行 う。

2)次 に、都市 特 性 と交 通手 段変 化 の 関連 を 、先 述 し

た各 都市 グ ルー プ 間で1970～80年 と80～90年 の各

々 につ いて 判別 分析 を行 うこ とに よ って 検討 す る。

3)さ らに 、判 別分析 で得 られ た結 果を 補完 す るた め

1970～80年 と80～90年 にお け る各都 市の 分担 率 の

変化 と都 市特 性 との間 に正準 相 関分 析を 適用 し

これ ら2つ の変 数群 の相 関 関係 を検 討す る。

こ こで はまず 前 章 までの 分析 結 果 をふ まえ、 分担

率 に変 化 を及 ぼ した と考 え られ る都市 特性 に 関わ る

要 因を 表-3の よ うに整理 した。 さ らに、 これ ら要

因 と既 存統 計 資料 との対応 を 考慮 し、 表-4に 示す

都 市特 性 指標 とその変 化指 標(Δ)を 説明 変数 と し

て 整備 した。

注1)1970～80年 と80～90年 の2期 間の両方に渡り、同じグループにあ

った都市は、その グループの枠内に記入 している。 また2期 間の

間に属するグループが変化 した都市は、その変化の矢印上に都市

名を記載 している。

注2)属 する都市数が多い部分については代表的な都市のみを記載して

いる。

図-7各 都 市 の 都 市 グ ル ー プ 間 で の 遷 移

(1970～80年 →80～90年)

表-3手 段分担率に影響を及ぼす要因
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(2)判 別分 析 の結 果 と考察

表-4に 示 した説 明 変数 を用 い 、都 市分 類 間の判

別分 析 を行 っ た。 この 時、 大分 類 間(a,b,c)と 、 小分

類 間(a内 部、c内 部)そ れ ぞれ につ いて 段階 的 に判 別

を行 う方 法を と った。 こ こで は結果 の 代表例 と して

大 分 類 間の判 別分 析 結果 を表-5に 示す 。 なお、結

果 に 示 した モデル は 、時 点間 で のパ ラメー タ値比 較

を 行 うた め、 説 明力 は多少 落 ちて も同 じ変数 を経年

的 に採 用 して い る。

表-5よ り、次 の ことが明 らか とな った。

1)分 担 率 の変 化が 小 さい都市(a)の 判 別要 因 と して

「DID人 口密 度」 や 「他 市 区町村 通 勤 ・通学 率」 と

い った 変数 でパ ラ メ ータ値 が大 き くな って い る

2)近 年 で は 「Δ駅 密度 」 や 「Δ第3次 産業 就業 人 口

比」 の増 加 が、 鉄道 分担 率 の 向上(b)に 貢献 して い

る こ とが示 され た 。な お、1970～80年 モデル に お

い て、 「Δ駅 密 度 」が鉄 道 分担 率 の増加 したグ ル

プ(b)の 判 別 に負 に効 い てい る のは、駅 数 の多 い

路 面電 車の 廃止 とそれ に入 れ替 わ る駅数 の少 な い

わ りに輸送 力 の高 い地 下鉄 の建 設 に よる影響 が あ

らわれ た もの であ る。

3)「 持 ち家比 率」 や 「Δ 第二 次産 業 従業人 口比」 と

い った変数 が 自家 用車 増加 型 グル ー プ(c)の 判別 と

強 い 関連を 持 って い る。用 地 にゆ と りの ある都 市

や 工業 化の 進 んだ 都市 にお い てモ ー タ リゼ ー シ ョ

ンの進 展が よ り急 速 であ った こ とがわか る

4)判 別分 析全 体を み る と、1980～90年 で 「Δ他 市 区

町村 通 勤 ・通学 率 」の影 響(F値)が1970～80年

の それ よ り も大 き くな って お り、 その都 市 の独立

(従属)性 の 交通 手 段選択 に及ぼ す 影響が 以前 よ り

も大 き くな った とい える。

(3)正 準相 関分 析 の結果 と考察

判 別 分析 では 、特 定 の都 市 グル ープ を設定 した こ

とや 、段 階 的な 判別 方法 を と った こ とで、現 象 をあ

る一 つ の断面 か ら分 析 した もの といえ る。 また、19

70～80年 、80～90年 で は各 グル ー プ に属 す る都市 が

変化 してい る ため、 この こ とが 判別 分析 結 果 に影 響

して い る可能 性 もあ る。 この ため 、以 下で は グルー

プで は な く、各 都市 にお ける分 担 率の 変化 と都市 特

性指 標 との間 に図-8に 示 す 正準 相 関分析 法 を直接

適用 し、 分担 率変 化 と都市 特 性 間の 関連 を補完 的 に

表-4判 別分析で利用 した都市特性指標一覧

探 る こ ととす る。 具 体 的には 、各 合成 変数yとzの

相 関係数ryzを 最 大 にす る標準 化 係数 を各 都市 の デ

タか ら直接 推定 す る こ とによ り、 その デー タのば

らつ きか ら見 て 、特 定交通 機 関の 分担 率変 化が どの

よ うな 都市特 性値 と関係 が深 いか を検 討す る

「正 準変量 間 に相 関が な い」 とい う帰無 仮説 を有

意水 準5%で 棄却 す る と考え る と、1970～80年 、80

90年 ともに第3正 準変 量 まで得 る こ とがで きた

こ こで は80～90年 につ いて得 られ た結 果 を表-6に

示 す。 この結果 か ら次 の よ うな こ とが いえ る。

1)第1正 準 変量 は 自動車 分担 率増 加 、第2正 準変 量

は鉄 道分 担率 増加 に関連 した もの にな って い る

2)自 動 車分 担率 の増 加 には 「Δ他 市 区町 村通 勤 ・通

学率 」 、 「Δ 自動 車保 有率 」 、 「Δ第2次 産業 従

業人 口比」 な どの変 数値 の増加 が 関連 してお り

鉄道分担率の増加 には 「Δ夜 間人 口」、 「DID面積」

「Δ駅 密度 」等 の変 数値 の増 加が 関連 してい る。
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表-5グ ル ー プa、b、c間 の 判 別 分 析 結 果(上 段パ ラメータ値 、下段F値)

注)パ ラ メータ値 は注 の無い もの に関 してはすべ て(×10-2)

これらの結果は基本的に判別分析から得られた結

果と大きく異なるものではない。

3)都市特性指標の累積寄与率は第3正 準変量まで考

慮しても50%に満たない。分担率変化の傾向はこれ

ら都市特性で捉えられたが、残差分がさらに何に

よって説明されるのか検討が必要である。

7.結 論 と今 後 の課 題

都市 特 性 と交通 手段 分 担 の関係 を 、131都 市 を対象

に時 系列 デ ー タを用 いて 、そ の実 態 を統計 的な見 地

か ら分析 を 行 った。 この結 果 、以 下 のよ うな ことが

明 らか にな った。

1)都 市 ごとの モ ータ リゼ ー シ ョ ン化 のば らつ きの大

き さ とその 都市 特性 との関 連 を指摘 した 。一方 で

いず れ の都 市 で も一般 的 に この10年 間で 私 的交通

手段 の 構成 比 は+10%、 公 共交 通 手段の構 成 比は

5%の 割合 で推 移 して いる こ とが 明 らか とな った

2)鉄 道 分担 率が経 年 的 に増加 し続 けて い る都市 は存

在せ ず、 分担 率の 変化 が安 定す る のは都 市化 が飽

和 した大 都市 圏 の都市 で ある こ とを明 らか に した

さ らに、わ が国 の都 市の 多 くが ま だ モー タ リゼ ー

シ ョ ン化の 途上 に位 置づ け られ る ことを示 した

3)判 別分 析 と正準相 関分析 か ら、分 担率 の変 化 と諸

都 市特 性 の関連 を定 量 的に把 握 した。 この結果19

70～80年 と80～90年 の 間で は、 その 関連 関係 にか

な りの変化 が見 られ るこ とが 明 らか にな った

今 後 の課題 と して 、通 勤 ・通 学 目的以 外 の交通 も

分析 対 象 に含め る と ともに、本 研究 で得 られた結 果

を 具体 的な政 策 提言 に結 びつ けて い く必要 が ある

分 析結 果か ら一つ 明 らか に言 え る最 も重要 な こ とは

予 想以 上 に、私 的交 通手 段利用 の拡 大 と公 共交 通手

段 利用 の縮 小 が、広 範 囲に、 かつ あが な うことので

きな い勢 いで 進展 して い るこ とであ る。 ま た、 それ
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y=a 1 X 1+ a 2 X 2 +‥ ‥ +a s Xs

z=b 1 X s + 1 + b 2 X-2 +‥ ‥+ bt Xs +t

yとzと の 相 関 関 係ry、zを 最 大 に す る

標 準 化 係 数 を 推 定

図-8正 準相関分析の概念

が都市構造を始めとする、容易には変えることので

きない都市特性と密接に関連したものであることが

示された。現在検討されている様々な交通需要マネ

ジメントなどの自動車抑制に関わる諸政策は必ずし

も都市構造の改変までを念頭に置かないものも多い

このような大きな流れの前に、そのような方策が実

際のところどれだけ有効であるかということについ

ては、認識を改めつつ考究していく必要があるので

はないだろうか。

最後になったが本研究の遂行において、筑波大学

社会工学系の大野栄治講師との討議が有益であった

また、土木計画学研究発表会において、佐賀大学清

田勝助教授、東京大学太田勝敏教授、広島大学杉恵

頼寧教授、名古屋大学河上省吾教授より有益なコメ

ントをいただいた。ここに記して謝意を表する。

表 一6正 準 相 関分析 の結 果(1980～90年)

(正 準 相 関 係 数 、 標 準 化 係 数 、 寄 与 率)
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通 勤 ・通学 交通 手段 分 担率 の変 化 と都 市特 性 の関連 に関す る基 礎 的研究

谷 口 守 石 田東 生 小川 博之 黒 川 洸

自動 車交 通問 題 の解決 の ため に は、個 人 の交通 手段選 択 を 自動 車 か ら公共 交通 な どに シフ トさせ る

こ との重 要性 が 指摘 され てい る。 しか し、その た めの基礎 とな る都市 の特 性 と交通手 段 選択 の 関係

に関す る実証 的研 究 は不 十分 で ある。 本研 究 では、 全 国の131都 市 を対 象 に、1970、80、90年 の 国勢調

査 報告 の 通勤 ・通学 利用 交通 手段 の デ ータを用 い 、各都 市 の通勤 ・通 学交 通手 段分 担率 の地 域 的 ・

時間 的変 化 を把 握す る と共 に、 その都 市特 性 との 関連 を判別 分析 、正 準相 関分 析 を通 じて 明 らか に

した 。 この結 果 、 モー タ リゼー シ ョン化 のば らつ き特性 、分 担 率変化 の特 性 を把握 す る と と もに、

都市 構造 にまで 言及 しな い交通 政策 の 限界を 指摘 した 。

Change of Commuter Modal Choice and its Relation to Urban Form

Mamoru TANIGUCHI, Haruo ISHIDA, Hiroyuki OGAWA, Takeshi KUROKAW

Though many kinds of countermeasures are executed to shift modes from private car to

public transport, increasing private cars cause cerious traffic problems. This research

aims to show the trend of commuter mode choice changes in 131 cities in Japan, and find

factors that cause these changes. As the results, moterization of each city varied very

wide, and that related to the urban form of each city. It is also detected that

countermeasures without considering urban form must not effective.
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